
関東信越ブロック障害者自立支援サミット  

平成18年1月10日（火）  

13：30～15：30  

厚生労働省  

2F 講堂  

1 開  

2 障害者自立支援法について  

3 意見交換  

4 閉  



平成18年1月  
厚生労働省   



障害福祉サービスの現状   



障害保健福祉施策の直面する課題  

支援費制度の施行（15年4月～）により新たにサービス  
の利用者が増え、 地域生活支援が前進  

しかし 、              、   一・・一一一・一・・・・・・■一■  
・新たな利用者の急増に伴い、サービス費用も増大。今後も利用者の増加が見込ま   
れる中、現状のままでは制度の維持が困難。  

・大きな地域格差（全国共通の利用のルールがない、地域におけるサービス提供体   
制が異なる、市町村の財政力格差）  

・障害種別ごとに大きなサービス格差、制度的にも様々な不整合、精神障害者は支   
援費制度にすら入っていない  

・働く意欲のある障害者が必ずしも働けていない  

障害者が地域で普通に暮らせるための基盤が十分整備されていない  
2   



き支援費制度施行後  

一手「吏・嵩 ユ∴iざ‾’∵∴ ＿モ．・；′  者数は急増  

ホームヘルプサービス実施市町村数  

ホームヘルプサービス支給決定者数の推移   

（平成15年4月～平成16年10月）  
単位．人   

用0．000  

川0．000  

140，000  

14年3月  15年4月  

身体障害者   
2，283   2，328   2，447   

ホームヘルプ   
（72％）   （73％）  （78％）   

知的障害者   
986   1，498   1，780   

ホームヘルプ   
（30％）  （47％）  （56％）   

精神障害者  
1，231   1，671   

ホームヘルプ‖  
（39％）  （53％）   
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畠位：円  

16年度   17年漫  
人口＝万人対支給決定者数  

（介護保険は65歳以上人口対要介護者数ノ   
14年度   15年度  

支援費  

最大7．8倍  
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平成18年度予算（案）の概要（障害保健福祉部）7，525億円 →8，131億円（＋606億円 ＋8．1％）  

＋604億円（＋9．1％）  

＋10億円（＋1．2％）  
【平成18年度予算（案）】  

▲8億円（▲14．4％）  

義 務 的 経 費  

7，272億円  

裁 量 的 経 費  

812億円  公共投資関係  

47億円  ○介護給付・訓練等給付等  

4，131億円  
○公費負担医療（精神通院医療t育成医療・   

更生医療）  

862億円  
○特別児童扶養手当  

911億円  

○地域生活支援事業（6月分）  

200億円  
○障害者就労訓練設備等整備事業  

20億円  
○障害者保健福祉推進事業等  

35億円  
○社会福祉法人等減免事業  

36億円  

○指定入院医療機関の整備  

（医療観察法）  

40億円  
○国立更生援護所  

7億円  

●  
●  
●  

： 【平成17年度予算】  
●  

●  
●  
●  
●  
●  
●  

義 務 的 経 費  

6，668億円  

裁 量 的 経 費  

802億円  

公共投資関係  

55億円  
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障害保健福祉改革の全体像   



産室のあるムが普通に蔓らせる地域づ些  

（目指す方向）  

・できるだけ身近なところにサービス拠点  

・NPO、空き教室、小規模作業所、民間住宅など地域の社会資源を活かす  
・施設入所者も選べる日中活動  

・重度の障害者も地域で暮らせる基盤づくり  
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新たな障害福祉サービスの体系   



（総合的な自立支援システムの構築）  

※自立支援医療のうち  

旧育成医療と、旧精神  

通院公費の実施主体  

は都道府県等  
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利用者本位のサービス体系へ再編  

○ 障害者の状態やニーズに応じた適切な支援が効率的に行われるよう、障害種別ごとに分立した  

33種類の既存施設・事業体系を、6つの日中活動に再編。  

・「地域生活支援」、「就労支援」といった新たな課題に対応するため、新しい事業を制度化。  

・24時間を通じた施設での生活から、地域と交わる暮らしへ（日中活動の場と生活の場の分離。）。  

・入所期間の長期化など、本来の施設機能と利用者の実態の帝離を解消。このため、1人1人の利用者に対し、身   

近なところで効果的・効率的にサービスを提供できる仕組みを構築。  

日中活動  

以下から一又は複数の事業を選択  

進行性筋萎縮症療養等給付事業  

【介護給付】   

①療養介護  
（医療型）   

※ 医療施設で実施。   

② 生活介護  
（福祉型）  

【訓練等給付】   

③ 自立訓練  
（機能訓練・生活訓練）   

④就労移行支援   

⑤就労継続支援  

（雇用型、非雇用型）  

【地域生活支援事業】  

身 体 障 害 者 療 護 施 設  

新
体
系
へ
移
行
（
※
）
 
 

施設への入所  
更 生 施 設（身 体・知 的）  

授産施設（身体・知的・精神）  
又は   

小規模適所授産施設（身体・知的・精神）  

居住支援サービス  

（ケアホーム、グループホーム、  

福祉ホーム）   

福祉工場（身体・知的・精神）  

精神障害者生活訓練施設   

精神障害者地域生活支援センター  

（デ イ サ ー ビ ス 部 分）  

障 害 者 デ イ サ ー ビ ス  
⑥地域活動支援センター  

※ 概ね5年程度の経過措置期間内に移行。  



地域の限られた社会資源の活用  

（運営基準の緩和）  

・制度を抜本的に見直  し、一つの   
よう規制緩和（特定の障害種別を対象にサービス提供することも可能）  

（施設基準の緩和）  

・障害福祉サービスの拠点として、空き教室や空き店舗、民家の活群ができるよう施   
設基準を緩和  

（運営主体の緩和）  

・通所サービスについて、社会福祉法人のみならずNヤ○法人等も参入可能になるよ   
う運営主体の規制を緩和  

（既存のサービスの活用）  

・施設、事業体系を再編し、現在、法定外の事業である  
サ朝  

るよう、都道府県の障害福祉計画に基づいて計画的に  

身近なところにサービス拠点  

小規模な市町村でも障害者福祉に取組可能・地域活性化に貢献  
12   




